
制
度
改
正
に
よ
り

　
介
護
や
保
育
は

ど
う
変
わ
る
の
か

⑷
低
所
得
者
の
介
護
保
険

料
の
軽
減
割
合
の
拡
大
。

⑸
一
定
の
所
得
の
あ
る
利

用
者
の
自
己
負
担
を
1
割

か
ら
2
割
に
引
き
上
げ
る

こ
と
で
あ
る
。

問
要
支
援
認
定
者
へ
の
予

防
給
付
が
地
域
支
援
事
業

に
移
行
さ
れ
て
も
必
要
な

サ
ー
ビ
ス
を
受
け
続
け
ら

れ
る
の
か
。

答
平
成
29
年
度
ま
で
に
地

域
支
援
事
業
に
移
行
す
る

こ
と
に
な
る
。
既
存
の

サ
ー
ビ
ス
に
加
え
、
N
P

O
や
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な
ど

に
よ
る
多
様
な
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
が
可
能
に
な
る
。

移
行
後
も
利
用
者
の
自
立

し
た
生
活
に
つ
な
が
る

サ
ー
ビ
ス
が
提
供
さ
れ
る

よ
う
、
関
係
者
の
意
見
を

聞
き
な
が
ら
す
す
め
て
い

く
。

若山 加代子 議員

問
国
会
で
審
議
さ
れ
て
い

る
医
療
・
介
護
総
合
法
案

は
、
参
考
人
や
陳
述
人
か

ら
も
撤
回
を
求
め
る
意
見

や
強
い
懸
念
の
声
が
相
次

ぎ
、
2
1
0
の
地
方
議
会

か
ら
も
異
議
を
唱
え
る
意

見
書
が
採
択
さ
れ
て
い
る
。

介
護
保
険
制
度
は
ど
う
変

わ
ろ
う
と
し
て
い
る
の
か
。

答
主
な
制
度
改
正
は
、
⑴

要
支
援
認
定
者
に
対
す
る

介
護
予
防
通
所
介
護
と
介

護
予
防
訪
問
介
護
を
地
域

支
援
事
業
に
移
行
す
る
こ

と
。
⑵
在
宅
医
療
と
介
護

の
連
携
推
進
、
認
知
症
の

早
期
に
お
け
る
支
援
な
ど

を
新
た
に
地
域
支
援
事
業

の
包
括
的
支
援
事
業
に
位

置
付
け
る
こ
と
。
⑶
特
別

養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
新
規

入
所
者
を
原
則
要
介
護
3

以
上
に
限
定
す
る
こ
と
。

介
護
保
険
に
つ
い
て

問
新
制
度
の
下
で
保
育
料

に
変
更
は
あ
る
の
か
。

答
保
育
料
は
現
行
水
準
と

同
様
の
負
担
と
な
る
よ
う

に
基
準
を
設
定
し
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
る
。
現

在
、
市
が
実
施
し
て
い
る

保
育
料
の
軽
減
策
に
つ
い

て
も
、
子
育
て
世
帯
の
経

済
的
負
担
の
軽
減
の
観
点

か
ら
、
新
制
度
施
行
後
も

実
施
し
て
い
き
た
い
。

問
制
度
が
変
わ
る
こ
と
を

市
民
や
保
護
者
に
ど
う
周

知
し
て
い
く
の
か
。

答
国
に
お
い
て
も
平
成
27

年
度
か
ら
の
施
行
に
向
け
、

施
行
準
備
の
進
捗
状
況
に

応
じ
て
多
様
な
広
報
を
展

開
す
る
予
定
。
市
で
も
保

育
園
や
幼
稚
園
、
留
守
家

庭
児
童
教
室
な
ど
関
係
事

業
者
に
対
す
る
説
明
会
の

開
催
や
、
問
い
合
わ
せ
窓

口
の
設
置
、
広
報
た
か
や

ま
や
HP
に
よ
る
情
報
提
供

な
ど
、
様
々
な
機
会
を
捉

え
て
周
知
を
図
っ
て
い
き

た
い
。

子
ど
も
子
育
て
新
制
度

に
つ
い
て

6月議会定例会において、「地域経済の更なる発展と雇用の安定を求める意見書」を全
員一致で可決しました。意見書の概要は以下のとおりです。

国に対し、力強い成長の実現と足腰の強い日本経済の構築を図るため、地方経済の更
なる発展と雇用の安定に向けた総合的な施策を展開するよう以下の3点について求めま
した。

⒈�今後、実施される経済対策においては、引き続き、「地方の再生なくして、日本の
再生なし」の考えのもと、地域の実情を十分に踏まえ、地域経済の更なる発展に
資する施策を国と地方が強力に連携して取り組むこと。

⒉�医療・福祉・健康、環境・エネルギー分野など、成長分野の育成支援の充実を図
り、雇用の創出に繋げるとともに、「解雇の金銭解決制度」の導入、「限定正社員」
の制度化、また、労働者派遣法の改正など、労働規制の緩和については、慎重に
対応し、雇用の安定に十分配慮すること。

⒊�いわゆる「ブラック企業」問題に対する実効性ある対策を講じるとともに、過労
死防止対策を推進すること。また、若者雇用においては、学校における職業教育
や進路指導、職業相談などの就労支援をさらに拡充すること。

地域経済の更なる発展と雇用の安定を求める意見書

議 員 発 議

高山市議会ぎかいだより�第16号

6月定例会報告� 一般質問
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